
                     水 林 総 第   9 4 8  号  

令和元年（2019年）9月 26日  

 

（一社）北 海 道 水 産 土 木 協 会 長 様 

 

北海道水産林務部総務課長   

 

地域外からの労働者確保に要する間接費の設計変更についての 

運用の特例措置について 

このことについて、「平成24年度補正予算等の執行における積算方法等に関

する試行の運用について」（平成25年６月18日水林総第582号。以下「運用」

という。）により通知しておりますが、今般、北海道胆振東部地震に伴う震災

関連等工事の本格化に伴い、労働者に要する間接費について、積算価格と実際

に要する費用との間に乖離が発生し、入札の不調・不落が発生する懸念が特に

大きいことから、特例措置を次のとおり定め、各（総合）振興局あて通知しま

したのでお知らせします。 

記 

１ 対象工事 

胆振総合振興局管内で発注する森林土木工事 

 

２ 特例措置 

（１）運用２（７）ウ 

労働者確保に要する方策を変更せざるを得なくなった場合は、適正

な工事の実施が困難になった旨の工事施工協議簿の提出のみとし様式

１－２、変更となる内容のわかる資料及び全体の最終予定金額が判る

資料の提出を廃止する。 

（２）様式２－６ 

契約会社ごとに記載することに変更する。 

 

３ 適用 

  通知日以降に設計変更の事務手続きを行う工事 

 

（管理グループ主査（積算調査）） 



様式１－２

実績変更対象費に関する　打ち合わせ内容 単位：円（税抜き）

費用 費用名称 変更内容・理由 当初計上額 最終予定額 差額

宿泊費 ○○株式会社（北海道太郎=鉄筋工）と契約予定であったが、震災関係の業務 150,000 180,000 30,000

で福島県へ行くことになり人員が確保出来ないため、鉄筋工を近隣・道内で 0

捜した（求人広告等）が確保出来ないため、道外での求人を行った結果、 0

□□有限会社（札幌次郎）と契約を行った。　３０泊×６０００円/泊 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

小計 150,000 180,000 30,000

赴任・帰省 ○○株式会社（北海道太郎=鉄筋工）と契約予定であったが、震災関係の業務 40,000 60,000 20,000

で福島県へ行くことになり人員が確保出来ないため、鉄筋工を近隣・道内で 0

捜した（求人広告等）が確保出来ないため、道外での求人を行った結果、 0

□□有限会社（札幌次郎）と契約を行った。　 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

小計 40,000 60,000 20,000

合計 190,000 240,000 50,000

※本様式により記載が困難な場合は、適宜修正しても構わない。
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様式２－６

実績変更対象費に関する変更実施計画書（詳細内訳） 単位：円（税抜き）

詳細内容（費用全体を記入） 当初計上額 変更計上額

札幌市　○○会社　借家（１軒×３ヶ月×70,000円/月） 210,000 210,000

○○株式会社　ホテル○○　３０泊×５０００円/泊×４人 0 600,000

△△有限会社　○○旅館　２４泊×５０００円/泊×３人 0 360,000

□□有限会社　○○旅館　３０泊×６０００円/泊×４人 0 720,000

ライトバン（リース）((2台×500円/日)×30日)＋((30km/日÷10km/L)×150円/L))×30日43,500 43,500

253,500 1,933,500

○○株式会社　AIRBo888 東京－札幌 0 50,000

△△有限会社　AIRBo888 東京－札幌 0 50,000

□□有限会社　AIRBo888 大阪－札幌 0 60,000

募集広告費 0 10,000

○○株式会社 20日×500円/食×４人 0 10,000

△△有限会社 10日×500円/食×３人 0 50,000

□□有限会社 20日×500円/食×２人 0 10,000

0 240,000

合計 253,500 2,173,500

※本様式により記載が困難な場合は、適宜修正しても構わない。
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契約会社毎に記載することに変更



※変更なしの場合も記入（全体を記入）



【参考】労働者確保に要する間接費の設計変更手順フロー

【現行】 【特例措置】

希望する 希望しない 希望する 希望しない

提出しない 提出しない

提出する 提出する

必要である 必要でない 必要である 必要でない

適切である 適切でない 適切である 適切でない

最終設計変更時に実績変更対象費を加算す
る。

設計変更は行わない

入札・契約

第１回打合せ時に、実績変更対象費の割合
を、工事施工協議簿により受注者に提示す
る。

発注者から示された実績変更対象費の割合
を踏まえ、労働者確保に要する方策に変更
が生じた場合、労働者確保に要する間接工
事費の設計変更を希望

「実績変更対象費に関する変更実施計画
書」（様式２）及び「実績変更対象費に関
する変更実施計画書（詳細内訳）」（様式
２－６）と実際に支払った証明書類を提出
し協議する。

提出された資料の内容を確認・検討

最終設計変更時に実績変更対象費を加算す
る。

「実績変更対象費に関する変更実施計画
書」（様式２）及び「実績変更対象費に関
する変更実施計画書（詳細内訳）」（様式
２－６）と実際に支払った証明書類を提出
し協議する。

入札・契約

第１回打合せ時に、実績変更対象費の割合
を、工事施工協議簿により受注者に提示す
る。

発注者から示された実績変更対象費の割合
を踏まえ、労働者確保に要する方策に変更
が生じた場合、労働者確保に要する間接工
事費の設計変更を希望

工事着手までに「実績変更対象費に関する
実施計画書」（様式１）及び「実績変更対
象費に関する実施計画書（詳細内訳）」
（様式１－１）を工事施工協議簿に添付し
監督員に提出する。

提出された資料の内容を確認・検討

労働者確保に要する間接費の設計変更を希
望しない旨の工事施工協議簿を提出する。

労働者確保に要する方策に変更が生じ適正
な工事の実施が困難になった理由を工事施
工協議簿に記載し「実績変更対象費に関す
る打ち合わせ内容」（様式１－２）ととも
に監督員に提出する。

労働者確保に要する方策に変更が生じる

労働者確保に要する間接費の設計変更 労働者確保に要する間接費の設計変更

設計変更は行わない

労働者確保に要する間接費の設計変更を希
望しない旨の工事施工協議簿を提出する。

工事着手までに「実績変更対象費に関する
実施計画書」（様式１）及び「実績変更対
象費に関する実施計画書（詳細内訳）」
（様式１－１）を工事施工協議簿に添付し
監督員に提出する。

労働者確保に要する方策に変更が生じる

労働者確保に要する方策に変更が生じ適正
な工事の実施が困難になった旨の工事施工
協議簿を提出する。
（参考資料（記載例）参照）

様式２－６の

記載方法の簡素化

様式１－２を廃止し

「変更協議」を簡素化



工事施工協議簿

〔指示・確認・協議〕

工 事 名 ○○災害復旧工事 発 注 者 北海道○○（総合）振興局

決裁権者 主任監督員 監督員

業 者 名 ○○建設株式会社 決

裁

欄 会社責任者等 現場代理人 主任技術者等

協議年月日 令和元年 10月１日

記載者 内 容

協 ○○工について、労働者確保に要する方策に変更が生じ、適正な工事の実

施が困難となったので、労働者確保に要する間接費の設計変更を希望します。

議

受注者

事

項

○○工について、労働者確保に要する間接費の設計変更を行います。

合 「実績変更対象費に関する変更実施計画書」（様式２）、「実績変更対象費

に関する変更実施計画書（詳細内訳）」（様式２－６）及び実際に支払った証

意 明書類を提出すること。

発注者

事

項

当該協議簿最終取交し日 平成 年 月 日 協議簿通し番号 №

参考資料（記載例）


